
 

事故確認制度に係る内閣府令改正に伴う「定款」等の一部改正等について 

                      日証協 平成 21．11．26         
 
 金融商品取引業者等は、事故により顧客に生じた損失を支払うに際しては、一定の場合

を除き、管轄財務局長等の確認を受けなければならないこととなっている。９月９日、「金

融商品取引業等に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」が公布（即日施行）され、

管轄財務局長等の確認を受けずに損失を支払うことができる場合に、一定の条件下で、金

融商品取引業協会の内部に設けられた委員会が調査し、確認している場合が追加されるこ

ととなった。 
 
そこで、本協会の業務に、「金商業等府令第 119条第 1項 9号ロに規定する調査及び

確認を行うこと」を追加し、当該調査及び確認を行うため「本協会の付属機関として事

故確認委員会を置く」こととする定款の一部改正が、11 月 12 日の臨時総会において承
認され、11月 26日付けで金融庁長官の認可を得た。 
これに併せて、「経理規則」の一部改正及び事故確認委員会の構成、運営等に関し必

要な事項を定める「事故確認委員会規則」を制定した。 
 また、同委員会における調査及び確認手続等に関し必要な事項を定めるため、10月 20日

の自主規制会議において、「事故の確認申請、審査等に関する規則」の一部改正を行った。 
 
 本改正は、平成 21年 12月 1日から施行する。 
 本改正の趣旨・骨子及び新旧対照表は、それぞれ以下のとおりである。 



事故確認制度に係る内閣府令改正に伴う「定款」等の一部改正等について 

 

平 成 2 1年 1 1月 2 6日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

I. 改正等の趣旨 

金融商品取引業者等は、事故により顧客に生じた損失を支払うに際しては、一定の

場合を除き、管轄財務局長等の確認を受けなければならないこととなっている。９月

９日、「金融商品取引業等に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」が公布（即

日施行）され、管轄財務局長等の確認を受けずに損失を支払うことができる場合に、

一定の条件下で、金融商品取引業協会の内部に設けられた委員会が調査し、確認して

いる場合が追加されることとなった。 

そこで、本協会の業務に、金商業等府令第119条第1項9号ロに規定する調査及び確

認を行うことを追加し、当該調査及び確認を行うため本協会の付属機関として事故確

認委員会を置くこととする改正その他所要の改正を行い、併せて、事故確認委員会の

構成、運営等に関し必要な事項を定めるため「事故確認委員会規則」を制定する。 

 

Ⅱ. 「定款」等改正の骨子 

1. 本協会の業務に、金商業等府令第119条第１項第9号ロに規定する調査及び確認
を行うことを加える。（定款 第７条） 

2. 理事会は、上記１．により新たに加えられる業務及び事故確認委員会に関する
事項を決議する権限を自主規制会議に、これらを執行する権限を自主規制会議に

属する理事及び執行役に、それぞれ委任する。（定款 第56条） 

3. 事故確認委員会に関する規定を置く。（定款 第76条の２） 
4. 上記１．の改正に伴い、経理規則で引用する定款第７条第１項の号の繰下げに
対応するための修正を行う。（経理規則 第32条） 

5. その他所要の整備を行う。 
 

Ⅲ. 「事故確認委員会規則」制定の骨子 
1. 規則の目的事項に関する規定を置く。（第１条） 
2. 委員会の構成、選任方法及び任期等に関する規定を置く。（第２条、第３条、
第４条） 
3. 委員会の招集、定足数及び議決方法等に関する規定を置く。（第５条、第６条、
第７条、第８条、第９条） 
4. その他必要な規定を置く。 

 

Ⅳ. 施行の時期 

この改正は、平成21年12月１日から施行する。 
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「定款」の一部改正について 

平成 21年 11月 26日 

（下線部分変更） 

新 旧 
（定義） （定義） 

第３条   （ 現行どおり ） 第３条 この定款において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。 
１ １ 
 ｝  （ 現行どおり ）  ｝  （ 省   略 ） 
５ ５ 
６ 店頭金融先物取引等 店頭金融先物

取引（金融商品取引業等に関する内閣府

令（以下「金商業等府令」という。）第

79 条第２項第２号に規定する店頭金融

先物取引をいう。以下同じ。）又はその

媒介、取次ぎ若しくは代理をいう。 

６ 店頭金融先物取引等 店頭金融先物

取引（金融商品取引業等に関する内閣府

令第 79 条第２項第２号に規定する店頭

金融先物取引をいう。以下同じ。）又はそ

の媒介、取次ぎ若しくは代理をいう。 

７ ７ 
 ｝  （ 現行どおり ）  ｝  （ 省   略 ） 
９ ９ 
  
（業務） （業務） 

第 ７ 条  （ 現行どおり ） 

 

第 ７ 条 本協会は、前条の目的を達成する

ため、次の各号に掲げる業務を行う。 

 １  １ 
  ｝  （ 現行どおり ）   ｝  （ 省   略 ） 

 ９  ９ 

 10 金商業等府令第 119 条第１項第９号

ロに規定する調査及び確認を行うこと。 

      （ 新   設 ） 

 11   10  

  ｝  （ 現行どおり ）   ｝  （ 省   略 ） 

 18  17 

  

（理事会の権限） （理事会の権限） 

第 56 条  （ 現行どおり ） 第 56 条  （ 省   略 ） 

２     （ 現行どおり ） ２ 前項の規定にかかわらず、理事会は、次
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新 旧 
の各号に掲げる事項を決議する権限を自

主規制会議に、これらを執行する権限を自

主規制会議に属する理事及び執行役に、そ

れぞれ委任する。ただし、本協会の適正な

運営を確保するために特に必要があると

認めるときは、理事会が自ら行うことを妨

げない。 

 １ 第７条第１項第１号から第11号まで

に掲げる業務及び同項第18号に掲げる

業務のうちこれらに類する業務（同項第

11号に掲げる業務にあっては、協会員の

役員及び従業員の業務に関する知識の

研さんの機会を設け、その技能の向上を

図る業務を除く。）に係る事項 

 １ 第７条第１項第１号から第10号まで

に掲げる業務及び同項第17号に掲げる

業務のうちこれらに類する業務（同項第

10号に掲げる業務にあっては、協会員の

役員及び従業員の業務に関する知識の

研さんの機会を設け、その技能の向上を

図る業務を除く。）に係る事項 

 ２  ２ 

  ｝  （ 現行どおり ）   ｝  （ 省   略 ） 

 ７  ７ 

 ８ 第76条の２第１項に規定する事故確

認委員会に関する事項 

      （ 新   設 ） 

３     （ 現行どおり ） ３ 第１項の規定にかかわらず、理事会は、

次の各号に掲げる事項を決議する権限を

証券戦略会議に、これらを執行する権限を

証券戦略会議に属する理事及び執行役に、

それぞれ委任する。ただし、本協会の適正

な運営を確保するために特に必要がある

と認めるときは、理事会が自ら行うことを

妨げない。 

 １ 第７条第１項第11号から第17号まで

に掲げる業務及び同項第18号に掲げる

業務のうちこれらに類する業務（同項第

11号に掲げる業務にあっては、協会員の

役員及び従業員の業務に関する知識の

研さんの機会を設け、その技能の向上を

図る業務に限る。）に係る事項 

 １ 第７条第１項第10号から第16号まで

に掲げる業務及び同項第17号に掲げる

業務のうちこれらに類する業務（同項第

10号に掲げる業務にあっては、協会員の

役員及び従業員の業務に関する知識の

研さんの機会を設け、その技能の向上を

図る業務に限る。）に係る事項 
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新 旧 
（事故確認委員会）       （ 新   設 ）  

第 76 条の２ 本協会は、本協会の付属機関

として、事故確認委員会を置く。 

 

２ 事故確認委員会は、金商業等府令第119

条第１項第９号ロに規定する委員会とし

て、同号ロに規定する調査及び確認を行

う。 

 

３ 自主規制会議に属する理事及び執行役

は、事故確認委員会に、前項に規定する調

査及び確認を行う権限を委任する。 

 

４ 事故確認委員会の構成、運営等に関し必

要な事項は「事故確認委員会規則」をもっ

て定める。 

 

 

 

 

付   則  

  

この改正は、平成 21年 12月 1日から施行

する。 
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「経理規則」の一部改正について 

 

平成 21年 11月 26日 
（下線部分変更） 

新 旧 
 

（基金の管理及び運用） 

第 32条    （現行どおり） 

 

（基金の管理及び運用） 

第 32 条 基金は、前条第２項に規定する特

別会計ごとに区分して管理し、理事会が定

める基準により運用する。 

２     （現行どおり） 

３     （現行どおり） 

４ 前項に掲げる公正化勘定とは、公正化

に資する事業（定款第７条第１項第１号

から第 11 号までに掲げる業務及び同項
第 18 号に掲げる業務のうちこれらに類
する業務（同項第 11 号に掲げる業務に
あっては、協会員の役員及び従業員の業

務に関する知識の研さんの機会を設け、

その技能の向上を図る業務を除く。）をい

う。以下同じ。）に係る事項に関する会計

を処理する勘定とし、活性化勘定とは、

活性化に資する事業（同項各号に掲げる

業務をいう。以下同じ。）に係る事項に関

する会計を処理する勘定とする。 
５     （現行どおり） 

 

２     （省  略） 

３     （省  略） 

４ 前項に掲げる公正化勘定とは、公正化

に資する事業（定款第７条第１項第１号

から第 10 号までに掲げる業務及び同項
第 17 号に掲げる業務のうちこれらに類
する業務（同項第 10 号に掲げる業務に
あっては、協会員の役員及び従業員の業

務に関する知識の研さんの機会を設け、

その技能の向上を図る業務を除く。）をい

う。以下同じ。）に係る事項に関する会計

を処理する勘定とし、活性化勘定とは、

活性化に資する事業（同項各号に掲げる

業務をいう。以下同じ。）に係る事項に関

する会計を処理する勘定とする。 
５     （省  略） 

 

 

付  則 

 

この改正は、平成 21年 12月１日から施

行する。 

 

 

 

 



 事 故 確 認 委 員 会 規 則（平21.11.26） 

 

（目 的） 

第 １ 条 この規則は、定款第76条の２第４項の規定に基づき、事故確認委員会（以下「委員会」という。）

の構成、運営等に関し必要な事項を定める。 

（構 成） 

第 ２ 条 委員会は、事故（金融商品取引法第39条第３項に規定する事故のうち定款第３条第８号に掲げる有

価証券の売買その他の取引等に係る事故をいう。）の調査及び確認に有用な専門的知識又は実務経験を有し

ている弁護士のうちから選任する委員をもって構成する。 

（委 員） 

第 ３ 条 委員は、自主規制会議の同意を得て、自主規制会議議長がこれを選任する。 

２ 委員の数は、４人以内とする。 

３ 委員の任期は、１年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員の任期が満了したときは、その後任の委員が選任されるまでは、前任の委員がその職務を継続して執

行する。 

（委員長及び副委員長） 

第 ４ 条 委員会に委員長１人を置き、副委員長１人又は若干人を置くことができる。 

２ 委員長及び副委員長は、委員のうちから、自主規制会議の同意を得て、自主規制会議議長がこれを選任す

る。 

３ 委員長は、委員会の議長となる。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長が欠け又は事故があるときは、その職務を行い又は代理する。 

（委員会の招集） 

第 ５ 条 委員会は、随時必要に応じて委員長が招集する。 

（定 足 数） 

第 ６ 条 委員会は、その議事について議決権のある委員の過半数の出席がなければ議事を開き議決を行うこ

とができない。 

（議 決） 

第 ７ 条 委員会の議事は、出席した委員の議決権の過半数をもって決する。 

２ 委員は、１個の議決権を有する。 

３ 委員は、自己に特別の利害関係のある議事の場合は、その審議に参加することができない。 

４ 一つの議案につき、賛成とする意見と反対とする意見が同数である場合は、議長が決する。 

（書面等による委員会） 

第 ８ 条 委員長は、必要があると認めるときは、委員会の招集を行わず、書面その他の方法により委員の意

見を求めることにより、委員会の決議に代えることができる。この場合、書面以外の方法により委員の意見

を求めたときは、遅滞なく、書面によりその確認を得るものとする。 

２ 前条の規定は、前項の場合における決議についてこれを準用する。 



（議 事 録） 

第 ９ 条 委員会の議事については、その経過の要領及び結果を記録した議事録を作成する。 

２ 前条第１項の書面等による委員会の議事録は、同項に規定するその付議議案について確認を得た文書をも

ってこれに代えることができる。 

（議 事 細 則） 

第 10 条 委員会は、議事手続その他委員会の運営に関し必要があると認めるときは、この規則に定めるもの

を除くほか、別に必要な事項を定めることができる。 

 

付 則 

１ この規則は、平成21年12月１日から施行する。 

２ この規則施行後最初に選任される委員の任期は、第３条第３項の規定に係わらず、平成22年６月30日まで

とする。 
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「事故の確認申請、審査等に関する規則」の一部改正について 

 

平 成 2 1年 1 0月 2 0日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

I. 改正の趣旨 

金融商品取引業者等は、事故により顧客に生じた損失を支払うに際しては、一定の

場合を除き、管轄財務局長等の確認を受けなければならないこととなっている。９月

９日、「金融商品取引業等に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」が公布（即

日施行）され、管轄財務局長等の確認を受けずに損失を支払うことができる場合に、

一定の条件下で、金融商品取引業協会の内部に設けられた委員会が調査し、確認して

いる場合が追加されることとなった。 

そこで、本協会内に、当該調査及び確認を行う委員会を設置し、その手続等に関し

必要な事項を定めるため、「事故の確認申請、審査等に関する規則」の一部改正を行

う。 

 

Ⅱ. 改正の骨子 

1. 表題を「事故の確認申請、審査等に関する規則」から「事故の確認申請、調査
及び確認等に関する規則」に改める。 

2. 規則の目的に委員会調査確認手続及び当該手続を行うに必要な事項を定める
ことを追加する。（第１条） 

3. 用語の定義を定める。（第２条） 
4. 委員会調査確認申請に関する規定を新設する。(第８条、第９条、第10条、第
11条) 

5. 事故報告に際して、協会員から本協会への報告書提出期限を明確化する。（第
12条） 

6. その他所要の整備を行う。 
 

Ⅲ. 施行の時期 

この改正は、定款改正（本協会の業務への追加及び委員会の設置）を条件として、

平成21年12月１日から施行する。 
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「事故の確認申請、審査等に関する規則」の一部改正について 

平成 21年 10月 20日 

（下線部分変更） 

 
新 旧 

事故の確認申請、調査及び確認等 

に関する規則 
事故の確認申請、審査等に関する規則 

  
第 1 章 総則  

  
（目的） （目的） 
第 １ 条 この規則は、協会員が、協会員又

はその従業員等の事故により補てん行為

を行う場合の確認申請手続、委員会調査確

認申請手続及び事故報告手続その他これ

らの手続を行うに必要な事項を定め、もっ

て本制度の適正な運営を図ることを目的

とする。 

第 １ 条 この規則は、協会員がその役員又

は従業員（「協会員の従業員に関する規則」

第２条第６号に規定する従業員をいい、協

会員の役員又は従業員であった者を含む。

以下同じ。）の事故（金融商品取引法第

39 条第３項に規定する事故のうち定款第

３条第８号に掲げる有価証券の売買その

他の取引等に係る事故に限る。以下同じ。）

により、顧客に対して財産上の利益の提供

を申し込み、約束し、又は提供する場合の

確認申請手続き、本協会における審査その

他必要な事項を定め、もって本制度の適正

な運営を図ることを目的とする。 
（定義）       （新   設） 
第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲

げる用語の定義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 

１ 事故  
金融商品取引法（以下「金商法」とい

う。）第 39 条第３項に規定する事故の

うち定款第３条第８号に掲げる有価証

券の売買その他の取引等に係る事故を

いう。 

 

２ 補てん行為  
金商法第 39 条第 1 項第 2 号及び第 3  
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号に掲げる行為をいう。 

３ 確認申請  
金商法第 39 条第３項ただし書の確認

を受けるために同条第５項の規定に基

づき行う申請書及びその添付書類の管

轄財務局長等への提出をいう。 

 

４ 委員会  
定款第 76 条の２第１項に定める事故

確認委員会をいう。 

 

５ 委員会調査確認  
金融商品取引業等に関する内閣府令

（以下「金商業等府令」という。）第

119条第１項第９号ロの規定に基づく、

委員会における調査及び確認をいう。 

 

６ 委員会調査確認申請  
金商業等府令第 119 条第１項第９号

ロに規定する調査及び確認を受けるた

めに行う委員会への申請をいう。 

 

７ 事故報告  
金商業等府令第 119 条第３項の規定

に基づく報告をいう。 
 

８ 従業員等  
「協会員の従業員に関する規則」第２

条第６号及び第 17 条に規定する従業員

及び役員をいい、当該従業員又は役員で

あった者を含む。 

 

９ 管轄財務局長等  
事故の発生した本店その他の営業所

又は事務所の所在地を管轄する財務局

長（当該所在地が福岡財務支局の管轄区

域内にある場合にあっては、福岡財務支

局長）をいう。 
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（社内管理態勢の整備等） 
      （新   設） 

（社内管理体制の整備等）（参考現行第 7条）

第 ３ 条 協会員は、事故の適正な処理を図

るため、事故の社内審査、確認申請手続、

委員会調査確認申請手続及び事故報告手

続に関する社内管理態勢の整備並びにそ

の適切な運営に努めなければならない。 

第 ７ 条 協会員は、事故の適正な処理を図

るため、事故の審査及び事故確認申請手続

に関する社内管理体制の整備及びその適

切な運営に努めなければならない。 

２ 協会員は、前項の社内審査及び各手続に

関する法定帳簿その他の書類及び記録を

整理及び保存し、適切に管理しなければな

らない。 

２ 協会員は、前項の審査及び確認申請手続

に関する法定帳簿その他の書類及び記録

を整理及び保存し、適切に管理しなければ

ならない。 
  

第 ２ 章 確認申請  
  
（確認申請） （確認申請） 
第 ４ 条 協会員は、協会員又はその従業員

等の事故による損失の全部又は一部につ

き補てん行為を行う場合には、金商業等府

令第 119条第１項各号に掲げる場合に該当

するときを除き、当該補てん行為に係る損

失が事故に起因するものであることにつ

き、あらかじめ、管轄財務局長等の確認を

受けなければならない。 

第 ２ 条 協会員は、役員又は従業員の事故

により、顧客に対し財産上の利益の提供を

申し込み、約束し、又は提供する場合には、

当該申込み、約束又は提供が事故に起因す

るものであることについて、あらかじめ当

該事故の概要等を記載した所定の様式に

よる事故確認申請書（以下「確認申請書」

という。）を当該事故の発生した本店又は

その他の営業所を管轄する財務局長又は

福岡財務支局長（以下「管轄財務局長等」

という。）に提出し、確認を受けなければ

ならない。 
２ 前項の確認を受けようとする協会員は、

金商業等府令第 120条に定めるところによ

り、金商業等府令第 121条各号に掲げる事

項を記載した所定の様式による事故確認

申請書（以下「確認申請書」という。）を

管轄財務局長等に提出しなければならな

い。 

２ 前項の確認申請書は、当該事故に係る申

込み、約束又は提供を行う顧客ごとに提出

するものとする。 

３ 前項の確認申請書には、当該確認申請書 ３ 協会員は、第１項及び前項の確認申請書
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が金商法第 39 条第１項第２号の申込みに

係るものである場合を除き、金商業等府令

第 122条第１項に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。 

には、顧客が当該確認申請書に記載された

内容を確認したことを証する書面（当該確

認申請書が財産上の利益の提供の申込み

に係るものである場合を除く。）その他参

考資料を添付し、本協会を経由して提出し

なければならない。 

４ 第２項の提出は、本協会を経由して行わ

なければならない。 

(新   設) 

      （削   る） （確認不要の場合の取扱い） 
 第 ３ 条 協会員は、金融商品取引業等に関

する内閣府令第 119条第１項第９号又は第

10 号の規定に基づき管轄財務局長等の確

認が不要とされる事故について、顧客に対

し、財産上の利益を提供する旨を申し込

み、若しくは約束し、又は財産上の利益を

提供したときは、その申込み若しくは約束

又は提供をした日の属する月の翌月末日

までに、当該事故の概要等を記載した所定

の様式による報告書により管轄財務局長

等に報告しなければならない。 
 ２ 協会員は、前項の報告書の提出について

は、本協会を経由して行わなければならな

い。 
 ３ 本協会は、前項の場合において必要と認

めるときは、当該協会員に対し、その内容

につき説明を求め、資料等の提出を求める

ことができる。 
（本協会による審査） （本協会による審査） 
第 ５ 条 本協会は、協会員から前条第４項

の規定により、確認申請書の提出があった

場合には、当該確認申請書に記載された補

てんに係る損失が事故に起因するもので

あるかどうかを審査する。 

第 ４ 条 本協会は、協会員から第２条第１

項の規定により、確認申請書の提出があっ

た場合には、当該確認申請書に記載された

違法又は不当な行為の内容が事故に該当

するものであるかどうかを審査する。 
２      （現行どおり） ２ 本協会は、前項の審査のため必要と認め

るときは、確認申請書を提出した協会員に
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対し、その内容につき説明を求め、又は証

拠書類等の提出を求めることができる。 
３ 協会員は、前項の求めがあったときは、

正当な理由なく、これを拒んではならな

い。 

     （新   設） 

（管轄財務局長等への確認申請書の提出） （管轄財務局長等への確認申請書の提出） 
第 ６ 条 本協会は、前条第１項の審査の結

果、当該確認申請書に記載された補てんに

係る損失が事故に起因するものであると

認めたときは、当該確認申請書を管轄財務

局長等に提出する。 

第 ５ 条 本協会は、前条第１項の審査の結

果、当該確認申請書に記載された違法又は

不当な行為の内容が事故に該当するもの

であると認めたときは、当該確認申請書を

管轄財務局長等に提出する。 
（協会員に対する確認結果の通知） （協会員に対する確認結果の通知） 
第 ７ 条 本協会は、協会員から提出された

確認申請書に係る補てん行為について管

轄財務局長等の確認の結果の通知があっ

た場合には、速やかに、その旨を当該協会

員に通知する。 

第 ６ 条 本協会は、協会員から提出された

確認申請書に係る申込み、約束又は提供に

ついて管轄財務局長等の確認の結果の通

知があった場合には、遅滞なく、その旨を

当該協会員に通知する。 
  

第 ３ 章 委員会調査確認申請  
  
（委員会調査確認申請） （社内管理体制の整備等） 
第 ８ 条 協会員は、協会員又はその従業員

等の事故（事故による損失について、協会

員と顧客との間で顧客に対して支払をす

ることとなる額が定まっている場合であ

って、協会員が顧客に対して支払をするこ

ととなる額が 1,000万円を超えないものに

限る。以下この章において同じ。）による

損失の全部又は一部につき補てん行為を

行う場合には、確認申請を行うとき又は金

商業等府令第 119条第１項第１号から第８

号まで、第 10号若しくは第 11号に掲げる

場合に該当するときを除き、顧客に対する

支払が事故による損失を補てんするため

に行われるものであることにつき、あらか

第 ７ 条 協会員は、事故の適正な処理を図

るため、事故の審査及び事故確認申請手続

に関する社内管理体制の整備及びその適

切な運営に努めなければならない。 
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じめ、委員会の調査及び確認を受けなけれ

ばならない。 
２ 前項の調査及び確認を受けようとする

協会員は、金商業等府令第 121条各号に掲

げる事項を記載した所定の様式による事

故調査確認申請書（以下「調査確認申請書」

という。）を委員会に提出しなければなら

ない。 

２ 協会員は、前項の審査及び確認申請手続

に関する法定帳簿その他の書類及び記録

を整理及び保存し、適切に管理しなければ

ならない。 

３ 協会員は、前項の調査確認申請書には、

顧客が調査確認申請書の内容を確認した

こと及び協会員と顧客との間で顧客に対

して支払をすることとなる額が定まって

いることを証する書面その他参考資料を

添付しなければならない。 

 

（委員会による調査及び確認）  
第 ９ 条 委員会は、協会員から前条第２項

の規定により調査確認申請書の提出があ

った場合には、当該調査確認申請書に記載

された顧客に対する支払が事故による損

失を補てんするために行われるものであ

るかどうかについて調査及び確認を行う。

 

２ 委員会は、前項の調査及び確認のため必

要と認めるときは、調査確認申請書を提出

した協会員に対し、その内容につき説明を

求め、又は証拠書類等の提出を求めること

ができる。 

 

３ 協会員は、前項の求めがあったときは、

正当な理由なく、これを拒んではならな

い。 

 

（協会員に対する回答）  
第 10 条 委員会は、協会員から提出された

調査確認申請書に記載された顧客に対す

る支払が事故による損失を補てんするた

めに行われるものであるかどうかについ

て調査及び確認を行った場合には、速やか
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に、その内容を当該協会員に回答する。 
（調査確認料）  
第 11 条 協会員は、第８条第２項の規定に

より調査確認申請書を提出したときは、調

査確認申請書提出日の属する月の翌月 20

日（当日が本協会の休業日である場合に

は、その前営業日）までに、当該調査確認

申請１件につき 12,000 円の調査確認料を

本協会に納入しなければならない。 

 

２ 前項の調査確認料の納入は、本協会が指

定する口座への振込によって行う。この場

合において、振込手数料は、協会員の負担

とする。 

 

  
第 ４ 章 事故報告  

  
 

（報告義務） 
      （新   設） 

（確認不要の場合の取扱い）（参考現行第３条）

第 12 条 協会員は、金商業等府令第 119条

第１項第９号から第 11 号までの規定に基

づき管轄財務局長等の確認が不要とされ

る事故について、補てん行為を行ったとき

は、当該補てん行為を行った日の属する月

の翌月末日までに、金商業等府令第 121条

各号に掲げる事項を記載した所定の様式

による報告書により、管轄財務局長等に報

告をしなければならない。 

第 ３ 条 協会員は、金融商品取引業等に関

する内閣府令第 119条第１項第９号又は第

10 号の規定に基づき管轄財務局長等の確

認が不要とされる事故について、顧客に対

し、財産上の利益を提供する旨を申し込

み、若しくは約束し、又は財産上の利益を

提供したときは、その申込み若しくは約束

又は提供をした日の属する月の翌月末日

までに、当該事故の概要等を記載した所定

の様式による報告書により管轄財務局長

等に報告しなければならない。 
２ 前項の報告は、前項の報告書を当該補て

ん行為を行った日の属する月の翌月 20 日

（当日が本協会の休業日である場合には、

その前営業日）までに本協会に提出するこ

とにより、本協会を経由して行わなければ

ならない。 

２ 協会員は、前項の報告書の提出について

は、本協会を経由して行わなければならな

い。 
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３ 本協会は、前項の場合において必要と認

めるときは、当該協会員に対し、その内容

につき説明を求め、資料等の提出を求める

ことができる。 

３ 本協会は、前項の場合において必要と認

めるときは、当該協会員に対し、その内容

につき説明を求め、資料等の提出を求める

ことができる。 
  

第 5 章 雑則  
  
（金融商品仲介業者に対する準用） （金融商品仲介業者に係る事故確認） 
第 13 条 この規則は、金融商品仲介業者並

びにその役員及び従業員（「金融商品仲介

業者に関する規則」第２条第４号及び第５

号に定める役員及び従業員をいい、当該役

員又は従業員であった者を含む。）の事故

であって、その所属金融商品取引業者等

（金商法第 66 条の２第１項第４号に規定

する所属金融商品取引業者等をいう。）で

ある協会員が行うこの規則に定める手続

について準用する。 

 

第 ８ 条 本規則は、協会員が行う金融商品

仲介業者又はその役員若しくは従業員の

事故の確認申請手続きについて、準用す

る。 

  
付   則  

  
 この改正は、平成 21年 12月 1日から施行

する。 
 

 




